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調査実施概要
１．調査対象企業

海外ビジネスに関心が高い日本企業（本社） ： 9,647社

（内訳）ジェトロ会員企業（ジェトロ・メンバーズ） ：  3,264社

ジェトロのサービスの利用企業 ： 6,383社

※本調査はジェトロ・メンバーズを対象に2002年度に開始、今回で24回目。

2011年度より、調査対象企業を拡大。2020～2021年度はオンライン形式

のみ。

２．調査項目

 (1) 貴社の概要、 (2) 海外ビジネスの状況、 (3) 貿易への取り組み

 (4) 海外進出への取り組み、 (5) 対米・対中ビジネス動向

 (6) 地政学リスクの認識、経済安全保障への対応

 (7) 海外展開人材・外国人材、 (8) 持続可能な経営

 (9) 投資協定などの活用

３．調査方法

オンライン・郵送形式でアンケートを実施。

４．調査期間

 2025年11月4日～2025年12月3日

５．回収状況

有効回収数：3,369社（うちジェトロ・メンバーズ：1,087社）

有効回答率： 34.9％

（注）大項目の「中小企業」の定義は中小企業基本法に基づく。中堅企業

の定義は、「新たな事業の創出および産業への投資を促進するための産業競

争力強化法等の一部を改正する法律（産協法）」に基づく。その他はジェトロ

による定義。ただし、本調査結果における大項目の「大企業」には「中堅企業」

を含めて集計した。

回答企業の概要（全体、業種別、企業規模別）

調査概要

全体・業種・規模 企業数 構成比(％)

全体 3,369 100.0
製造業 2,090 62.0

飲食料品 699 20.7
繊維・織物／アパレル 138 4.1
木材／家具／紙・パルプ 78 2.3
化学 80 2.4
医療品・化粧品 84 2.5
石油／プラスチック／ゴム 65 1.9
窯業・土石 38 1.1
鉄鋼／非鉄金属／金属製品 178 5.3
一般機械 133 3.9
電気機械 97 2.9
情報通信機械／電子部品 55 1.6
自動車／同部品／輸送機器 86 2.6
精密機器 83 2.5
その他の製造業 276 8.2

非製造業 1,279 38.0
商社・卸売 682 20.2
小売 144 4.3
建設 67 2.0
運輸 48 1.4
金融・保険 34 1.0
通信／情報・ソフトウェア 91 2.7
専門サービス 54 1.6
その他の非製造業 159 4.7

大企業 423 12.6
大企業（中堅企業を除く） 122 3.6
中堅企業 301 8.9

中小企業 2,946 87.4
中小企業（小規模企業者を除く） 1,012 30.0
小規模企業者 1,934 57.4
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調査結果のポイント

◼今後3年程度で最も重視する輸出先として米国が27.1％で首位を維持、比較可能な2018年度以降
で最高となり、ASEANや中国との差を広げる。

◼海外進出方針においても、事業拡大を図る国・地域として、米国を選択する企業が4年連続で最大。

◼米国ビジネスへの意欲は輸出を中心として堅調も、リスクも認識。米国リスクに備えたビジネスの分散または
移管先としての関心国・地域を挙げた企業の4割がEUと回答し最多、ASEAN、日本が続いた。

◼中国ビジネスは、拡張意欲に改善の兆候。米中両国ともに、市場規模や成長性への期待なお健在。

海外ビジネスの展望1

3

地政学リスクとサプライチェーン2

海外展開を担う人材

◼地政学リスクの高まりを受け、中小企業でも回答企業の7割超が事業への影響またはその懸念を認識。影
響が懸念されるリスク要因として「米中関係・米中対立」を挙げる企業が最多。

◼リスク対応として実施している取り組みでは、「情報収集の強化」が4割で最多、「販売価格の見直し、価
格転嫁」が僅差で続いた。地政学リスクは、調達（輸入）をはじめ、販売（輸出）、物流に大きく影響。
主要部材を海外から調達する企業のうち6割が中国から調達。

◼地政学リスクや為替などの影響踏まえ、サプライチェーンを見直す（検討を含む）企業は全体の4分の1
強、海外進出企業では約3分の１に。新規調達先の検討では「安定性」「地理的近接性」を重視。

◼海外展開人材の確保状況について、9割近くの企業が「不足している・確保できていない」と回答。

◼外国人材を雇用する企業の割合は52.5%、前回から2.9ポイント増。2014年以降の調査で過去最高。

◼高度外国人材を採用する最多の理由は「多言語対応できる外国人材の確保」。そのうち7割超は、ビジネス
上級レベル以上の日本語能力を希望。
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Ⅰ. 海外ビジネスの展望
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海外売上高の拡大傾向続く

◼ 各社が想定する2026年度の国内および海外売上高（前年度比）について、海外売上高の「増加」を見込む企業が

56.1％で、国内売上高（47.3％）を上回った。一方で、「変化なし」・「減少」が国内・海外とも微増。

◼ 製造業では海外売上高の増加を見込む割合が56.6％（前年度比2.3ポイント減）、非製造業は55.2％（同1.9ポ

イント増）で業種間の差が縮小。海外売上高の増加を見込む割合は、前回同様、飲食料品、医療品・化粧品が上位。

1

2026年度の国内・海外売上高増減見込み（対前年度）

（注）nは無回答を除いた企業数。海外売上のnは輸出、または海外進出を行っている企業数。
「2025年度」は、前回の日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査（2024年度）結果に基づく。

（％）

Ⅰ. 海外ビジネスの展望（回答企業概要）
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46.9

46.2

44.2

39.0

30.8

28.6
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金融・保険(n=13)
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2025年度の輸出見通しは前年比で改善傾向2
◼ 2025年度の輸出見通しについて、5割の輸出企業が輸出数量が「増加」すると回答。「減少」と回答した企業は16.8%で、

前年度（17.6％）から改善した。

◼ 比較可能な2022年度以降で見ると、2022年度は大企業で「増加」と回答した割合が51.9%で中小企業（48.6％）よ
りも高かった。しかし、2025年度は、中小企業の「増加」するとの回答が2年連続で大企業の同回答を上回った。

◼ 減少理由は、「競合激化」との回答が前年比で4.7ポイント増加した。また、25.1％の企業が米国関税の影響と回答した。

50.0 

50.3 

32.4

32.9 

17.6

16.8 

2024年度(n=2,425)

2025年度(n=2,717)

増加 横ばい 減少

輸出見通し（前年比、数量ベース） 輸出減少の要因

65.3

30.9

21.5

16.9

14.5

60.0

28.2

26.2

25.1

16.7

14.2

12.9

8.9

8.0

0 50 100

輸出先の国・地域における需要の減少

原材料コスト上昇に伴う価格競争力の低下

他社製品との競合の激化

米国の関税措置の影響

輸出先の国・地域における規制の変化

海上運賃など輸送コストの増加

海外ビジネス対応の人材が不足

その他

海外生産・調達の増加

2024年度(n=427) 2025年度(n=450)

(複数回答、%)

（注）nは輸出見通しを「減少」と答えた企業数で無回答を除く。2025年度
のみ記載があるものは新設の選択肢。

(%)

輸出見通しの経年比較（大企業/中小企業）

51.9 

49.3 

45.8 大企業増加, 46.4 

48.6 

49.3 
50.6 中小企業増加, 50.8 

13.8 

23.5 

19.6 

大企業減少, 

19.0 

15.6 

17.0 17.3 
中小企業減少, 16.6 

0
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2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

(%)

理由

（注）nは本調査の全回答企業のうち、自社による直接輸出または他社を通じた間接輸
出を行っている企業であって、無回答を除いた企業数。左グラフのnは、2022年度(大
n=312,中小n=2,035)、2023年度(大n=298,中小n=2,020)、2024年度(大
n=306,中小n=2,119)、2025年度(大n=295,中小n=2,422)。

Ⅰ. 海外ビジネスの展望 ①貿易
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現状の通商政策を踏まえても、米国が最重要輸出先３
◼ 今後3年程度で最重要とする輸出先では「米国」との回答が27.1％となり、他国・地域との差をさらに広げ、首位。

中国（13.9％）との回答は2022年より減少を続け、ASEAN（19.4％）を重視する企業も2024年から減少傾向。

◼ 最重要輸出先として、大企業では米国、ASEAN、中国に次いで「インド」（12.5％）と回答した企業が1.7ポイント

増加。中小企業では同じく上位に次いで「EU」（12.0％）と回答した企業が1.8ポイント増加した。

米国, 27.1

ASEAN, 

19.4

中国, 13.9

EU, 11.5

台湾, 7.8

インド, 4.70

5

10

15

20

25

30

35

2018

(n=2,105)

2020

(n=1,760)

2021

(n=1,242)

2022

(n=1,769)

2023

(n=2,179)

2024

(n=2,307)

2025

(n=2,575)

（%）

（注）①2019年は同じ設問で調査を実施せず。②2018～2021年のEUは
「西欧（英国を除く）」を指す。③無回答の企業を除く。

今後最重要と考える輸出先（上位6カ国・地域、時系列）

Ⅰ. 海外ビジネスの展望 ①貿易

今後の最重要輸出先（大企業）

27.5

22.0

15.6

10.8

8.1

5.4

27.8
19.4

15.0
12.5

7.7

5.5

0 10 20 30

米国
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中国

インド

EU

台湾
2024

(n=295)

2025

(n=273)

（％）

（注）無回答の企業を除く。

今後の最重要輸出先（中小企業）

25.5

21.3

14.7

10.2

8.0

4.7

27.0
19.4

13.8

12.0

8.1

3.7

0 10 20 30

米国

ASEAN

中国

EU

台湾

インド

2024

(n=2,012)

2025

(n=2,302)

（％）
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4 

今後の最重要輸出先（業種別、2025年上位10業種）

（注）無回答の企業を除く。また、30社未満の業種を除く。nは、（2024の回答数,2025の回答数)で表記。

米国と回答 中国と回答ASEANと回答

情報通信機械/電子部品では4割が米国を最重要輸出先に

24.4

35.4

38.0

24.0

25.3

27.9

29.2

19.2

30.3

23.1

42.2

39.1

38.2

34.4

33.8

30.7

28.2

28.1

23.1

23.1

情報通信機械／電子部品
(n=45, 45)

自動車／同部品／輸送機器
(n=65, 64)

飲食料品
(n=508, 626)

木材／家具／紙・パルプ
(n=50, 64)

電気機械
(n=75, 80)

一般機械
(n=104, 114)

その他の製造業
(n=209, 220)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品
(n=130, 139)

精密機器
(n=66, 78)

その他の非製造業
(n=78, 65)

2024

2025

22.6

28.2

30.2

25.0

22.2

22.7

17.7

22.7

25.0

23.4

33.3

30.8

29.2

25.8

23.1

21.3

20.9

20.5

20.2

19.5

石油／プラスチック／ゴム
(n=62, 60)

その他の非製造業
(n=78, 65)

通信／情報・ソフトウェア
(n=43, 48)

商社・卸売
(n=516, 546)

医療品・化粧品
(n=45, 65)

電気機械
(n=75, 80)

小売
(n=79, 110)

精密機器
(n=66, 78)

一般機械
(n=104, 114)

その他の製造業
(n=209, 220)

◼ 情報通信機器・電子部品と自動車・同部品では、最重要輸出先を「米国」とする企業の割合が4割程度と特に高い。

◼ 情報通信機器・電子部品では、「中国」との回答が前年比13.4ポイント減少した。

29.3

28.9

35.6

21.3

16.1

24.0

12.4

17.4

15.2

16.9

28.2

26.2

22.2

21.0

18.3

17.5

16.8

16.3

15.4

15.1

化学
(n=75, 71)

医療品・化粧品
(n=45, 65)

情報通信機械／電子部品
(n=45, 45)

繊維・織物／アパレル
(n=80, 100)

石油／プラスチック／ゴム
(n=62, 60)

電気機械
(n=75, 80)

その他の製造業
(n=209, 220)

商社・卸売
(n=516, 546)

精密機器
(n=66, 78)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品
(n=130, 139)

（％）（％） （％）

Ⅰ. 海外ビジネスの展望 ①貿易
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米国
(n =697)

ベトナム
(n =154)

タイ
(n =123)

中国
(n =357)

EU
(n =296)

台湾
(n =201)

インド
(n =120)

① 81.9 ① 76.0 ① 62.6 ① 77.6 ① 77.7 ① 67.2 ① 94.2 

② 29.0 ② 39.0 ② 45.5 ② 39.2 ③ 35.8 ② 36.8 ③ 28.3 

③ 26.8 ③ 22.7 ③ 22.8 ③ 24.9 ② 25.0 ③ 19.9 ② 20.8 

④ 9.0 ④ 10.4 ④ 8.1 ⑤ 2.8 ④ 14.9 ④ 9.5 ⑦ 6.7 

⑨ 8.2 ⑤ 3.9 ⑥ 5.7 ⑥ 2.8 ⑧ 7.1 ⑥ 6.0 ⑪ 3.3 

⑤ 3.4 ⑥ 3.2 ⑤ 4.1 ⑦ 2.0 ⑩ 5.4 ⑦ 6.0 ⑤ 2.5 

⑦ 3.2 ⑦ 3.2 ⑧ 4.1 ⑨ 1.1 ⑤ 4.7 ⑧ 5.0 ⑥ 2.5 

⑥ 2.6 ⑪ 3.2 ⑪ 3.3 ⑩ 1.1 ⑥ 4.4 ⑤ 4.5 ⑩ 2.5 

⑧ 1.3 ⑧ 1.9 ⑩ 2.4 ④ 0.6 ⑦ 3.4 ⑩ 0.5 ④ 1.7 

⑩ 0.4 ⑩ 1.3 ⑨ 1.6 ⑧ 0.3 ⑪ 2.0 ⑨ 0.0 ⑧ 0.8 

⑪ 0.0 ⑨ 0.0 ⑦ 0.8 ⑪ 0.3 ⑨ 1.0 ⑪ 0.0 ⑨ 0.0 

5

最重要国・地域を選んだ理由（主要国・地域）

（注）①nは「今後の最重要重点国・地域」および選択理由を回答した企業。
②（右表）同率の場合は、全体の比率が高い順とする。

最重要国・地域を選んだ理由（企業規模別）

（複数回答、％） （複数回答、％）

需要に期待集まるインド、リスク分散先としてのEU
◼ 最重要輸出先の選択理由では、「現地市場の需要拡大」（75.4％）と回答した企業が最多。

◼ インドを選択した企業の94.2%が「現地市場の需要拡大」と回答。タイでは、「販売経路が安定」が45.5％。EUはリスク

分散先として選択される傾向にあり、「販売先の多角化」（35.8％）、「地政学リスクが相対的に低い」（14.9％）の割

合が高かった。米国では需要拡大以外に、「ECを通じた販売がしやすい（8.2％）」との回答が他国に比べて高かった。

75.4

33.0

25.7

7.8

4.5

4.1

3.8

3.1

2.9

1.5

1.1

80.6

36.3

20.9

74.8
32.6

26.3

0 50 100

①現地市場の需要拡大

②販売経路が安定

③販売先の多角化

④地政学リスクが相対的に低い

⑤その他

⑥輸出先の輸入・販売支援

⑦日本政府などによる輸出支援策

⑧保護主義的な政策・規制が少ない

⑨ECサイトを通じて販売がしやすい

⑩サプライチェーンを通じて

米国による関税措置の影響が小さい

⑪FTA等、制度上のインセンティブが豊富

全体(n=2,571)

大企業(n=273)

中小企業(n=2,298)

Ⅰ. 海外ビジネスの展望 ①貿易
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海外拠点のビジネス拡大意欲は、横ばい続く6
◼ 今後3年程度の海外進出方針は、既に海外拠点を持つ企業の46.7％が「さらに拡大を図る」と回答。拡大意欲

の横ばい続く。

◼ 海外拠点を持たない企業では、「新たに進出したい」とする企業が45.3％と2年連続で増加。

【既に海外拠点を持つ企業】 【海外拠点を持たない企業】

（％）全体

大企業

中小企業

（注）nは「無回答」を除く企業数。

今後の海外進出方針

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ②海外進出

（％）全体

大企業

中小企業

46.5

45.8

47.3

52.4

46.7

47.9

47.4

43.5

54.4

45.8

46.2

43.6

39.6

45.1

44.0

45.8

49.1

41.6

6.6

7.1

5.8

5.0

6.3

6.4

5.5

5.2

3.2

1.1

1.0

3.4

3.0

1.8

1.6

1.3

2.1

0.8

25年度
(n=806)

24年度
(n=730)

25年度
(n=328)

24年度
(n=361)

25年度
(n=1,134)

24年度
(n=1,091)

23年度
(n=1,152)

22年度
(n=1,201)

21年度
(n=726)

さらに拡大を図る 現状を維持する

縮小、撤退が必要と考えている その他

45.7

40.7

36.6

41.6

45.3

40.8

38.1

40.9

42.7

45.5

49.5

48.4

49.4

45.6

49.5

48.8

51.0

42.8

8.8

9.8

15.1

9.0

9.1

9.8

13.1

8.1

14.6

25年度
(n=2,094)

24年度
(n=1,896)

25年度
(n=93)

24年度
(n=89)

25年度
(n=2,187)

24年度
(n=1,985)

23年度
(n=1,734)

22年度
(n=1,824)

21年度
(n=987)

今後新たに進出したい
今後とも海外への事業展開は行わない
その他
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今後の事業拡大先、米国が4年連続で首位を維持7
◼ 今後、海外で事業拡大を図る国・地域では、米国（40.7％）の回答比率が最も高く、4年連続で首位を維持。

台湾（19.8％）への注目度が上がり、5位に浮上。特に中小企業では台湾への関心高まる。

◼ 大企業の事業拡大意欲は、その他アジア大洋州、中東など周辺諸国・地域にも広がる。

今後の事業拡大先（トップ10）

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ事業拡大先（最大3つ）につき回
答した企業数。②国・地域別の比率は、選択理由とともに回答した企業数の比率。③EUの内訳は選択肢の設定がない。
④（右図）各年度の括弧内の数字はｎ。

（複数回答、％）

今後の事業拡大先（企業規模別トップ10）

29.6

26.4

20.7

26.5

12.3

12.7

18.0

9.9

13.3

7.6

28.1

22.6

18.6

24.9

13.6

16.2

17.5

9.7

13.9

7.6

38.6

24.9

23.7

22.0

17.3

18.1

16.3

11.9

12.8

6.9

40.7

25.5

23.6

20.5

19.8

16.7

16.3

11.0

10.8

8.2

0 25 50

米国

中国

EU

ベトナム

台湾

インド

タイ

シンガポール

インドネシア

マレーシア

2022年度
（n=1,230)

2023年度
（n=1,180)

2024年度
（n=1,243)

2025年度
（n=1,421)

中小企業大企業

インド

米国

中国

ベトナム

タイ

EU

インドネシア

台湾

その他アジア大洋州

中東
フィリピン

マレーシア

シンガポール
メキシコ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

2022年度
（n=199)

2023年度
（n=210)

2024年度
（n=202)

2025年度
（n=174)

米国

中国

EU

台湾

ベトナム

タイ

インド

シンガポール

インドネシア

マレーシア マレーシアその他アジア大洋州

2022年度
（n=1,031)

2023年度
（n=970)

2024年度
（n=1,041)

2025年度
（n=1,247)

（順位）

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ②海外進出
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新規に海外進出目指す企業、米国での拠点設立に意欲8
◼ 新規に海外進出したいとする企業のうち、米国での拠点設立に意欲を示す企業は400社、EU、台湾、中国は

200社を超える。米国で新規拠点設立を目指すとの回答が最多の業種は飲食料品（100社超）など。

◼ 既に海外拠点を有する企業では、製造業を中心に、さらに事業拡大を図る先としてインド、中国、ベトナムも重視。

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ事業拡大先（最大3つ）につき回答した企
業数。②（右表）業種ごとに、回答社数が最も多かった事業拡大先。n=20社未満(2025年度）は除く。その他製造業/非製造業を除く。

主要な事業拡大先（海外進出方針別）

138 

167 

179 

133 

138 

154 

82 

105 

92 

150 

128 

125 

46 

59 

60 

128 

126 

151 

194 

313 

400 

134 

172 

208 

138 

190 

243 

144 

146 

167 

115 

156 

221 

63 

99 

87 

332 

480 

579 

267 

310 

362 

220 

295 

335 

294 

274 

292 

161 

215 

281 

191 

225 

238 

0 200 400 600

2023年度

2024年度

2025年度

2023年度

2024年度

2025年度

2023年度

2024年度

2025年度

2023年度

2024年度

2025年度

2023年度

2024年度

2025年度

2023年度

2024年度

2025年度

米
国

中
国

E
U

ベ
ト

ナ
ム

台
湾

イ
ン

ド

現在、海外に拠点があり、今後さらに事業拡大を図る企業

今後、新たに海外進出したい企業

2023年度
（n=1,180)

2024年度
(n=1,243)

2025年度
(n=1,421)

（社数）

最も回答社数が多かった事業拡大先（業種別）

さらに拡大を図る 新たに進出したい

FY24 → FY25 FY24 → FY25

製
造
業

飲食料品(n=285) 米国 米国 米国 米国

繊維・織物／アパレル(n=46) EU 中国 米国 EU

木材／家具／紙・パルプ(n=31) 米/中 中国 EU EU

化学(n=39) 中国 インド 米/中 米/印/タイ

医療品・化粧品(n=42) 米/EU 中国 米/台 中国

石油／プラスチック／ゴム(n=23) 米/ベトナム ベトナム EU EU

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=76) 米国 ベトナム 米国 米国

一般機械(n=59) インド インド ベトナム ベトナム

電気機械(n=46) EU 米国 米国 米/EU

情報通信機械／電子部品(n=26) 米国 インド 米国 米国

自動車／同部品／輸送機器(n=28) インド インド インド 米国

精密機器(n=37) 米国 インド 米国 米国

非
製
造
業

商社・卸売(n=275) 中国 中国 米国 米国

小売(n=75) 台湾 米/中/台 米国 米国

建設(n=26) インドネシア インド ベトナム ベトナム

通信／情報・ソフトウェア(n=53) 越/インドネシア 米/越/印 米国 米国

専門サービス(n=22)
その他アジア

大洋州
EU/インド

ネシア
インド ベトナム

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ②海外進出
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事業拡大先の選択は「市場規模・成長性」を最重要視9
◼ 今後の事業拡大先の選択理由は、「市場規模・成長性」（86.1％）が最大。拠点再編・多角化など、「自社

の海外拠点戦略に基づく」（41.4％）が、前回に続いて次点に。

◼ 米国で事業拡大を目指す企業のうち、約1割が「米国の関税など通商政策への対応」を挙げた。

事業拡大先の選択理由（全体）

（複数回答、％）

主要な事業拡大先別の選択理由

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」「現在、海外に拠点はないが、
今後新たに進出したい」と回答し、かつ事業拡大先（最大3つ）につき回答した企業数。②選択
理由⑨「優秀な人材を確保しやすい」は2024年度に新設。⑪「米国の関税など通商政策への対
応」は2025年度に新設。 ③（右表）同率の場合は、全体の比率が高い順とする。

（複数回答、％）

米国 中国 EU ベトナム 台湾 インド

(n=579) (n=362) (n=335) (n=292) (n=281) (n=238)

① 84.1 ① 77.9 ① 78.5 ① 80.1 ① 61.6 ① 91.6

② 28.8 ② 35.4 ③ 35.2 ② 35.3 ② 32.0 ② 37.0

③ 28.7 ④ 32.0 ② 24.8 ⑦ 29.8 ③ 29.5 ③ 27.7

⑥ 19.3 ③ 31.8 ⑤ 23.0 ④ 27.4 ⑥ 19.9 ④ 26.5

④ 18.5 ⑧ 14.4 ⑥ 14.0 ⑨ 21.9 ⑤ 13.9 ⑦ 22.7

⑤ 14.0 ⑥ 13.0 ④ 10.7 ③ 20.5 ④ 10.0 ⑨ 16.8

⑪ 10.5 ⑦ 8.8 ⑧ 8.1 ⑤ 18.2 ⑩ 6.8 ⑧ 8.8

⑩ 7.9 ⑨ 7.2 ⑩ 5.4 ⑧ 7.9 ⑧ 6.0 ⑥ 8.0

⑧ 7.6 ⑩ 6.4 ⑪ 4.5 ⑩ 6.5 ⑨ 5.0 ⑤ 4.6

⑨ 2.8 ⑤ 2.8 ⑬ 3.6 ⑥ 4.1 ⑬ 3.6 ⑬ 2.9

⑬ 2.4 ⑪ 2.8 ⑫ 3.3 ⑪ 3.4 ⑫ 2.1 ⑩ 1.3

⑫ 2.1 ⑫ 1.1 ⑨ 2.7 ⑬ 3.1 ⑪ 0.7 ⑫ 0.8

⑦ 0.5 ⑬ 0.8 ⑦ 1.5 ⑫ 2.7 ⑦ 0.4 ⑪ 0.4

86.1

41.4

37.6

27.7

22.7

21.5

16.2

13.3

13.1

9.3

8.0

5.8

4.6

0 50 100

①市場規模・成長性

②自社の海外拠点戦略に基づく
（拠点再編・多角化など）

③顧客（納入先）企業の集積

④すでに自社の拠点がある

⑤安定した政治・社会情勢

⑥言語・コミュニケーション上の
障害の少なさ

⑦人件費の安さ、豊富な労働力

⑧関連産業の集積
（現地調達が容易）

⑨優秀な人材を確保しやすい

⑩インフラ（電力、運輸、
通信等）の充実

⑪米国の関税など通商政策への対応
（現地生産体制の強化など）

⑫税制面での優位性
（法人税、関税など）

⑬その他

2022年度
(n=1,230)

2023年度
(n=1,180)

2024年度
(n=1,243)

2025年度
(n=1,421)

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ②海外進出
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85.6 

16.8 

9.5 

7.8 

1.9 

0 50 100

輸出入

業務・技術連携

直接投資（生産機能を持たない拠

点）

直接投資（生産機能を持つ拠点）

その他

50.0 

51.3 

47.9 

46.4 

49.3 

4.0 

2.4 

4.1 

3.6 

0 20 40 60 

情報通信機械/電子部品
(n=50）

飲食料品(n=626）

精密機器(n=73）

電気機械(n=84）

通信/情報・ソフトウェア
(n=67）

40.7 

47.2 

41.5 

2.8 

3.2 

2.9 

17.3 

20.6 

17.7 

1.1 

0.3 

1.0 

0.2 

0.2 

37.8 

28.7 

36.7 

0 20 40 60 80 100

中小企業

（n=2,378）

大企業

（n=345）

全体

（n=2,723）

既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する

規模やペースを落としながらも、既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する

既存のビジネス規模を維持する

米国ビジネスは縮小して、他国への移管を検討する

米国ビジネスからは撤退して、他国での展開を検討する

まだ分からない

（％）

米国ビジネスに対する意欲は堅調10

◼ 中国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業の割合は33.2％。過去最低を記録した前年（33.9％）

からほぼ横ばい。他方、縮小や撤退を検討する企業の割合は1割未満。撤退の検討はわずか1％にとどまる。

◼ 業種別では化学で5割以上がビジネスを拡充する意向。一方、自動車・同部品などで縮小を検討する割合が高い。

今後の米国ビジネス展開の方針

（注） 集計対象（n）は、米国ビジネスを実施していない企業も含む全回答企業から、「今後と
もビジネス展開は行わない」および無回答を除いたもの。

ビジネスを拡充する手段

ビジネス拡充の割合が高い上位5業種 （％）

（％）

（n=1,187）

◼ 米国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業の割合は44.4％。既存ビジネス維持も含めると、62.1％に上る。

撤退・縮小の検討は合わせてわずか1.2％と極めて限定的。

◼ 情報通信機械/電子部品を筆頭に、複数業種で拡充意欲が過半数に上った。手段としては輸出入の拡充が最多85.6％。

（注） 集計対象（n）は、既存ビジネスの拡
充、新規ビジネスを検討すると回答した企業。

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ③対米・中ビジネス

44.4％

62.1％
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国
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中
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（
メ
キ
シ
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）
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他
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（
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シ
ア
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IS

除
く
）

ア
フ
リ
カ

ロ
シ
ア
・C

IS

そ
の
他

未
定

全体（n=993）

大企業（n=117）

中小企業（n=876）

42.3 

32.4 

28.9 

28.6 

28.0 

38.5 

29.4 

31.6 

4.8 

16.7 

自動車/同部品/輸送機器
（n=26）

電気機械（n=34）

一般機械（n=38）

小売（n=42）

飲食料品（n=293）

（参考）インド

60.0 

54.2 

46.8 

45.5 

45.2 

14.3 

29.2 

28.7 

13.6 

9.7 

繊維・織物/アパレル(n=35）

木材/家具/紙・パルプ(n=24）

飲食料品(n=293）

化学(n=22）

精密機器(n=31）

（参考）英国

対米ビジネス、リスクヘッジ先として4割がEUを検討11

◼ 中国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業の割合は33.2％。過去最低を記録した前年（33.9％）

からほぼ横ばい。他方、縮小や撤退を検討する企業の割合は1割未満。撤退の検討はわずか1％にとどまる。

◼ 業種別では化学で5割以上がビジネスを拡充する意向。一方、自動車・同部品などで縮小を検討する割合が高い。

米国からの分散・移管先として検討する国・地域

（％）

（注）いずれの図も「検討していない」を除き、複数回答。無回答は集計対象から除く。枠内の数値は全体を示す。

EUを挙げた上位5業種
（％）

ASEANを挙げた上位5業種

（注）20社未満の業種は除く。

◼ 今後の米国ビジネス展開方針を回答した企業に対し、リスクに備え分散または移管先を検討する場合の関心国・地域を

尋ねると（有効回答993社）、EUが39.2％と最多で、これにASEAN、日本が続く。

◼ 中小企業では、EUに加え台湾とカナダを挙げる割合が大企業を上回る一方、大企業ではインドへの注目度も高い。

◼ 特に繊維・織物/アパレルなど消費財分野で欧州、自動車や電機など製造業でアジアを挙げる比率が高かった。

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ③対米・中ビジネス

（％）



16Copyright © 2026 JETRO. All rights reserved.
ジェトロ作成。無断転載・転用を禁ず

16.2 

9.8 

11.6 

9.7 

11.1 

2.7 

2.4 

1.6 

0 10 20 

建設(n=37）

電気機械(n=82）

自動車/同部品/輸送機
器(n=69）

木材/家具/紙・パルプ
(n=62）

石油/プラスチック/ゴ
ム(n=54）

29.5 

25.9 

26.8 

32.7 

42.9 

41.5 

37.0 

37.6 

32.2 

4.6 

7.3 

7.1 

6.8 

5.4 

7.2 

8.9 

9.3 

11.1 

27.5 

25.5 

27.2 

18.7 

15.5 

16.2 

21.3 

20.2 

24.7 

5.2 

7.6 

7.5 

4.3 

2.8 

4.0 

4.9 

5.7 

6.7 

0.7 

1.0 

1.3 

0.9 

1.3 

1.1 

1.4 

1.1 

1.4 

32.5 

32.6 

30.2 

36.7 

32.0 

30.1 

26.5 

26.1 

24.0 

0 20 40 60 80 100

2025年11月
（n=2,630）

2024年11月
（n=2,383）

2023年11月
（n=2,393）

2020年11月
（n=2,068）

2017年12月
（n=2,521）

2016年12月
（n=2,301）

2015年12月
（n=2,312）

2014年12月
（n=2,249）

2013年12月
（n=2,676）

既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する

規模やペースを落としながらも、既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する

既存のビジネス規模を維持する

中国ビジネスは縮小して、他国への移管を検討する

中国ビジネスからは撤退して、他国での展開を検討する

まだ分からない

（％）

46.6 

40.0 

44.2 

38.3 

35.5 

6.8 

8.9 

3.9 

5.2 

5.3 

0 20 40 60 

医療品・化粧品
(n=73）

情報通信機械/電子部品
(n=45）

化学(n=77）

一般機械(n=115）

精密機器(n=76）

中国ビジネスへの方針、拡張意欲の下落に下げ止まり12

◼ 中国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業の割合は33.2％。過去最低を記録した前年（33.9％）

からほぼ横ばい。他方、縮小や撤退を検討する企業の割合は1割未満。撤退の検討はわずか1％にとどまる。

◼ 業種別では化学で5割以上がビジネスを拡充する意向。一方、自動車・同部品などで縮小を検討する割合が高い。

◼ 中国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業の割合は34.1％。2年連続でほぼ横ばいも、5年ぶりにわずか

に増加。縮小や撤退を検討する企業の割合は5.9％にとどまる。特に、撤退の検討は0.7％と過去最少。

◼ 業種別では医療品・化粧品の5割超がビジネスを拡充する意向。一方、建設などで縮小を検討する割合が高い。

今後の中国ビジネス展開の方針（全体）

（注） ①集計対象（n）は全回答企業ベース（既存で中国ビジネスを実施していない企業も含む）から「今後とも
ビジネス展開は行わない」と無回答を除いたもの。②18年度、19年度、21年度、22年度は本設問を設けていない。

ビジネス縮小・撤退の割合が高い上位5業種

ビジネス拡充の割合が高い上位5業種 （％）

（％）

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ③対米・中ビジネス

34.1％
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36.2 

35.1 

20.0 

8.0 

36.4 

2.6 

41.7 

44.8 

55.5 

11.4 

21.6 

2.8 

35.4 

33.7 

14.8 

7.6 

38.5 

2.6 

中国への輸出（販売）

中国からの輸入（調達）

投資（中国に拠点がある。代理
店は含まず）

在中国企業との業務・技術提携

実施していない

その他

全体
（n=3,330）

大企業
（n=422）

中小企業
（n=2,908）

今後の対中国ビジネス展開、全ての形態で拡充割合が拡大13

既存の中国ビジネスの状況、2025年度

◼ 既存の対中国ビジネスでは、大企業の4割以上が中国との輸出・輸入あり。また現地進出は大企業では55.5％も、中小

企業は14.8％にとどまる。ただし、対中ビジネスを実施していない企業は全体の36.4％と4割を切る。

◼ 中国向けに輸出、投資、業務・技術提携を行っている企業は、それぞれ5割前後が中国ビジネスを拡充へ。輸入も含め、

拡充の数値は前回から改善。既存ビジネスがない企業でも、将来にわたっても行わないと断定する回答は減少傾向。

（％）

（注）左図は「実施していない」を除き、複数回答。いずれも無回答は集計対象から除く。

（％）

今後の中国ビジネス展開の方針（既存のビジネス形態別）

40.8 

37.6 

42.8 

29.3 

28.5 

34.0 

38.4 

33.1 

39.9 

45.9 

41.1 

47.5 

5.5 

10.2 

10.5 

6.4 

9.1 

9.3 

5.4 

13.3 

13.0 

8.2 

11.8 

10.3 

7.5 

29.3 

27.5 

31.4 

35.8 

33.9 

35.4 

35.0 

32.0 

34.6 

25.0 

25.7 

27.2 

38.0 

37.5 

41.3 

60.0 

58.8 

52.7 

0 20 40 60 80 100 

2023(n=1,217)

2024(n=1,201)

2025(n=1,195)

2023(n=1,114)

2024(n=1,171)

2025(n=1,156)

2023(n=391)

2024(n=353)

2025(n=656)

2023(n=296)

2024(n=319)

2025(n=265)

2023(n=1,195)

2024(n=1,193)

2025(n=1,195)

輸
出

輸
入

投
資

提
携

実
施

な
し

既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する
規模やペースを落としながらも、既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する
既存のビジネス規模を維持する
中国ビジネスは縮小して、日本を含む他国への分散・移管を検討する
中国ビジネスからは撤退して、日本を含む他国への分散・移管を検討する
まだ分からない
今後ともビジネス展開は行わない

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ③対米・中ビジネス
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対中ビジネス拡充・維持、市場規模や成長性への期待は健在14

◼ 対中ビジネスの縮小・撤退の理由（有効回答205社）では「地政学リスクの高まり」が約6割で最大。コストや需要

減少の要因を大きく上回る。また3割超が中国側の輸入規制等、2割以上が対中輸出管理等を挙げた。

◼ 中国事業における地政学リスクとして、米国の追加関税や、今後のさらなる関税引き上げの可能性を懸念する声も。

◼ 対中ビジネスの拡充・維持の理由（有効回答1,588社）では「市場規模と成長性」が54.8％で圧倒。生産・調

達コストでの優位性や事業確立を大きく引き離した。一方で、インフラや人材を挙げる声は少ない。

◼ 巨大な市場規模や成長性への期待に加え、競争激化への危機感を示唆するコメントも。

54.8 

34.9 

32.0 

17.6 

13.4 

8.4 

5.7 

2.8 

2.0 

60.9 

31.9 

47.5 

16.4 

12.6 

8.4 

6.7 

3.4 

2.5 

53.7 

35.5 

29.3 

17.9 

13.6 

8.4 

5.6 

2.7 

1.9 

市場規模、成長性など販売面でビジネ
ス拡大を期待できる

生産や調達にかかるコストの面で他国・
地域より優位性がある

すでに事業が確立し軌道に乗っている

中国人の所得向上に伴うニーズの変
化に対応

日本との距離が近く経営の目が行き届
きやすい

裾野産業の充実など調達面で他国・
地域より優位性がある

物流や電力などのインフラが比較的整
備されている

優秀な人材を採用しやすい

事業を始めて間もなく、投資コストを回
収していない

全体（n=1,588）

大企業（n=238）

中小企業（n=1,350）

中国ビジネスを拡充・維持する理由（複数回答）

（％） 【市場規模・成長性】
◼ これだけ近い距離で14億もの人口がありマーケットとして魅力。かつ競

争力のある賃金水準を確保できるので、定型的な作業を中国で行い
完成させ第三国輸出も視野に入れる（商社・卸売、中小企業）

◼ インバウンド客増加による認知拡大（アパレル、中小企業）

◼ 主力商品の（中国国内）シェアが90％以上（飲食料品、中小企
業）

◼ すでにブランドが定着しているので、ある程度の情勢変化が生じても売
り上げが見込める（その他製造業、中小企業）

【競争激化への対応】
◼ ASEANへの進出が加速する中資系OEMにキャッチアップしたい（自

動車部品、大企業）

◼ 電動化で先行する中国で事業をとっていくことができないと、他地域で
の事業拡大は望めない（自動車部品、大企業）

【規制への取り組み】
◼ 国産品優遇政策への対応（精密機器、大企業）

◼ （日本からの）輸出が容易でない（電気機械、中小企業）

拡充・維持理由に関する主なコメント

Ⅰ．海外ビジネスの展望 ③対米・中ビジネス

（注）左図のnは、既存ビジネスの拡充または新規ビジネスを検討する企業、既存ビジネ
ス規模を維持する企業。 「その他」は省略。無回答は集計対象から除く。

(注)自由記述回答は回答意図を明確にするため、原文の趣旨を損なわない範囲で追加・
編集などを加えている。
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Ⅱ. 地政学リスクとサプライチェーン
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地政学リスクによる影響、7割超が懸念1
◼ 7割超の企業は、さまざまな地政学リスクの影響を受けている(懸念がある)。自動車、化学では、すでに半数超に影響。

II. 地政学リスクとサプライチェーン

9.5

10.6

5.5

7.2

10.4

11.3

10.1

10.7

10.2

23.9

29.2

12.3

18.9

25.6

33.9

25.6

37.9

27.2

35.0 

34.6 

23.6 

42.3 

34.3 

37.6 

35.1 

32.4 

34.7 

9.0 

6.6 

18.2 

9.0 

8.1 

4.4 

8.1 

3.6 

7.5 

22.7 

19.0 

40.5 

22.5 

21.7 

12.9 

21.1 

15.5 

20.4 

0 20 40 60 80 100

非製造業

(n=1,267)

製造業

(n=2,085)

国内企業

(n=220)

輸入企業

(n=111)

輸出企業

(n=1,822)

海外進出企業

(n=1,143)

中小企業

(n=2,932)

大企業

(n=420)

全体

(n=3,352)

すでに大きな影響が生じている やや影響が生じている

現在は事業に影響はないが、今後影響する懸念がある 現在は事業に影響がなく、今後影響する懸念もない

わからない

地政学リスクが事業に及ぼす影響の度合い

2.9 

4.5 

6.4 

7.5 

3.3 

8.4 

13.2 

4.6 

10.9 

9.9 

11.2 

10.6 

13.3 

6.8 

11.2 

14.4 

12.5 

9.1 

3.8 

22.1 

8.8 

20.9 

19.2 

18.9 

23.1 

22.9 

18.4 

29.2 

23.2 

24.6 

25.7 

28.2 

26.5 

33.8 

30.9 

30.9 

35.4 

40.0 

47.5 

30.2 

26.5 

32.8 

35.9 

32.1 

28.6 

47.0 

36.8 

47.7 

37.7 

31.0 

38.0 

32.6 

41.0 

36.8 

36.0 

35.1 

31.3 

32.7 

37.5 

26.7 

8.8 

13.4 

14.1 

15.1 

14.3 

6.0 

10.5 

6.2 

6.5 

9.9 

6.4 

6.6 

3.6 

9.8 

5.6 

5.2 

8.3 

3.6 

3.8 

3.5 

52.9 

28.4 

24.4 

26.4 

30.8 

15.7 

21.1 

12.3 

21.7 

24.6 

18.8 

22.0 

15.7 

12.8 

16.3 

14.4 

12.5 

14.5 

7.5 

17.4 

0 20 40 60 80 100

金融・保険(n=34)

建設(n=67)

木材／家具／紙・パルプ(n=78)

専門サービス(n=53)

通信／情報・ソフトウェア(n=91)

医療品・化粧品(n=83)

窒業・土石(n=38)

石油／プラスチック／ゴム(n=65)

繊維・織物／アパレル(n=138)

小売(n=142)

商社・卸売(n=677)

飲食料品(n=696)

精密機器(n=83)

一般機械(n=133)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=178)

電気機械(n=97)

運輸(n=48)

情報通信機械／電子部品(n=55)

化学(n=80)

自動車／同部品／輸送機器(n=86)
72.1%

50%超

（注）nは無回答を除く。業種はその他製造業、その他非製造業を除く。地政学リスク(国家間の緊張の高まりや対立・紛争、それらに伴う国際物流の混乱、資源・エネル
ギーコスト増、追加関税や輸出入制限等の保護主義的政策の導入等)が事業に及ぼす影響を質問。上記の「輸出企業」は、輸出を行っているが海外進出をしてい
ない企業。「輸入企業」は、輸入のみを行っている企業（輸出なし、海外進出なし）。「国内企業」は、輸出・輸入・海外進出のいずれも行っていない企業。

（％）
（％）



21Copyright © 2026 JETRO. All rights reserved.
ジェトロ作成。無断転載・転用を禁ず

地政学リスク、事業影響の懸念は全国に広がる

◼ 回答企業の本社所在地（都道府県）別に、地政学リスクによる影響度合いを見ると、沖縄県（66.7%）をはじめ、

岩手県、福島県、埼玉県、静岡県、滋賀県などで影響を受けている企業の割合が高い。

◼ 「今後、影響する懸念がある」企業も含めると、東海、北陸など多くの地域で7割超の企業がリスクの影響を不安視する。

地政学リスクの影響が生じている企業の割合
（都道府県別）

地政学リスクの影響が生じている企業＋
今後影響する懸念がある企業の割合（都道府県別）

（注）地政学リスクによって「すでに大きな影響が生じている」、「やや影響が生じている」、
「現在は事業に影響はないが、今後影響する懸念がある」と回答した企業。

（％）（％）

（注）nは無回答を除いた企業数。鳥取県(n=13)、島根県(n=18)、長崎県(n=11)、沖縄県(n=12)など、有効回答数が
少ない県では、1社の回答が割合に与える影響が大きく、極端な結果になりやすい点には留意が必要。

2

II. 地政学リスクとサプライチェーン

(n=3,352)(n=3,352)

（注）地政学リスクによって「すでに大きな影響が生じている」、
「やや影響が生じている」と回答した企業の割合。
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27.8

21.1

20.5

17.3

15.4

15.0

14.8

13.0

10.7

9.4

8.4

7.9

7.8

6.8

2.8

2.1

中東情勢

技術流出・営業秘密漏洩リスク

中国：輸出管理の厳格化（重要鉱物等）

中国企業の生産能力、需要を超える供給・輸出

米国：輸出管理の厳格化（半導体等）

中国企業の国際競争力、技術革新の早さ

米中以外：輸入規制、非関税措置

米中以外：高関税の賦課

技術革新による競争環境の変化

人材の採用・配置に関する制度的・運用上の制約

米国：輸入規制の厳格化（UFLPA等）

米中以外：輸出制限

その他の地域情勢

米中以外：自国優遇の産業政策・補助金

米国：投資制限措置（投資審査の厳格化等）

その他

68.3

64.3

61.9

56.3

51.5

44.5

44.2

40.5

38.6

31.7

76.3

70.6

66.8

65.0

60.8

46.9

54.3

55.5

39.2

44.8

67.0

63.3

61.1

54.9

49.9

44.2

42.6

38.1

38.5

29.5

米中関係、米中対立

為替変動・金利変動・金融市場の不安定化

物流に関するリスク（輸送費高騰、輸送寸断）

世界経済や景況感の下振れ、不況リスク

米国：追加関税（相互関税、自動車関税等）

ロシア・ウクライナ情勢

資源・エネルギー関連リスク（調達コスト上昇等）

各国の政策変更、規制強化

中国：輸入規制の厳格化

サイバー攻撃リスク

全体（n=2,400）

大企業（n=337）

中小企業（n=2,063）

米中関係・金融市場・物流リスクの影響を懸念3

事業影響が懸念される各種の地政学リスク

◼ 地政学リスクによる影響を受けている（懸念がある）企業では、米中関係・米中対立リスクを挙げる企業が約7割。

◼ グローバルな経営リスクである金融市場や物流関連リスク、不況リスクのほか、米国の関税措置は大半の企業に影響。

影響が懸念される地政学リスク：トップ10（企業規模別）

（注）nは無回答を除く。地政学リスクによって「すでに大きな影響が生じている」、「やや影響が生じている」、「現在は事業に影響はないが、今後影響
する懸念がある」と回答した企業を対象とした設問。「その他の地域情勢」は、米中関係、ロシア・ウクライナ情勢、中東情勢以外の地域情勢。

（％）
第11位以降のリスク（全体のみ）

（％）

（n=2,400）

II. 地政学リスクとサプライチェーン
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経済安全保障への対応状況、中小企業の取り組みに遅れ

◼ 大企業で経済安全保障への取り組みが進む。まだ未着手の中小企業も、今後は対策に取り組みたい意向がみられる。

4

現在、実施している取り組み地政学リスクや経済安全保障への対応状況 今後、新たに実施したい取り組み

35.0 

27.8 

37.7 

35.3 

34.9 

28.8 

30.3 

29.6 

33.0 

30.0 

37.7 

3.9 

23.8

22.2

33.9

35.1

28.6

24.6

29.8

23.4

39.9

28.6

42.3

3.2

36.5 

28.6 

38.2 

35.3 

35.7 

29.3 

30.4 

30.5 

32.1 

30.1 

37.0 

3.9 

全体

(n=2,103)

大企業

(n=248)

中小企業

(n=1,855)

39.5

37.4

29.2

25.7

22.0

19.9

16.8

16.2

15.5

14.9

8.3

0.5

25.6

65.4

42.7

27.7

37.7

43.5

42.7

31.1

35.6

28.5

29.6

21.6

1.3

9.8

35.4

36.5

29.5

23.8

18.6

16.3

14.6

13.2

13.5

12.6

6.2

0.4

28.1

情報収集の強化(国際情勢、特定リスクのモニタリング等)

販売価格の見直し、価格転嫁

販売先の多角化

生産地・調達先・仕入先の多元化

輸出管理体制の拡充(社内教育、審査体制の強化)

事業継続計画(BCP)の策定

現地生産・現地調達・現地販売の推進

技術流出・営業秘密漏洩防止に係る対策

サプライチェーンの分析(リスク評価含む)

為替予約等の金融リスクへの対策

地政学リスク・経済安全保障に対応する体制整備

その他

特に対策に取り組んでいない

全体

(n=2,798)

大企業

(n=379)

中小企業

(n=2,419)

（注）nは無回答を除く。「現在、実施している取り組み」を選択した場合、「今後、新たに実施したい取り組み」は選択できない形式。

II. 地政学リスクとサプライチェーン

（％） （％）

未着手だが
今後取り組む
企業が多い
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経済安全保障への対応に向け、最新情報や体制整備に課題

◼ 地政学リスク対策の課題は、「最新情報の把握」「対応体制の整備」「リスクや影響等の把握」が3割を超える。

5

36.3 

36.0 

31.3 

19.8 

19.4 

18.8 

17.0 

16.0 

15.3 

10.3 

8.0 

1.0 

20.7 

41.4 

49.0 

27.5 

25.0 

25.3 

22.2 

21.7 

11.4 

18.4 

11.6 

11.6 

1.8 

11.9 

35.6 

34.2 

31.9 

19.1 

18.6 

18.3 

16.3 

16.7 

14.9 

10.1 

7.5 

0.9 

22.0 

規制等の最新情報の把握が困難

対応体制の整備が不十分、対応人材の不足

地政学リスク・経済安全保障上のリスクや影響等が把握できていない

特定の生産地や調達先、仕入先への依存度が高い

サプライチェーンに潜むリスクの洗い出しが不十分

特定の販売先や市場への依存度が高い（売り先が集中）

取引先やエンドユーザーの確認作業が困難

情報セキュリティ体制が脆弱

経営層・幹部の理解や課題認識の浸透が不十分

技術流出・営業秘密漏洩防止に係る対策が不十分

代替となる新たな生産地／調達先の開拓が難しい（レアアース等）

その他

特に課題を感じていない

全体

(n=3,241)

大企業

(n=396)

中小企業

(n=2,845)

（注）nは無回答を除いた企業数。

地政学リスクや経済安全保障（貿易管理、投資規制など）の観点で抱えている課題

II. 地政学リスクとサプライチェーン

30%超

（複数回答、％）
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2.7

3.5

2.5

2.4

0.4

1.0

1.4

1.5

3.8

1.4

5.9

5.1

8.9

5.9

3.0

3.1

1.8

5.1

16.0

9.7

全体(n=2406)

大企業(n=340)

中小企業(n=2066)

製造業(n=1546)

飲食料品(n=494)

繊維・織物／アパレル…

木材／家具／紙・パルプ…

化学(n=71)

医療品・化粧品(n=65)

石油／プラスチック／ゴム…

鉄鋼／非鉄金属／金属…

一般機械(n=102)

電気機械(n=78)

情報通信機械／電子部…

自動車／同部品／輸送…

精密機器(n=67)

非製造業(n=860)

商社・卸売(n=504)

小売(n=91)

建設(n=39)

運輸(n=37)

通信／情報・ソフトウェア…

専門サービス(n=31)

36.8

45.9

35.3

35.3

32.8

32.3

33.3

42.3

41.5

41.5

28.8

27.5

38.5

46.7

45.6

38.8

39.4

42.3

46.2

35.9

78.4

8.0

25.8

全体(n=2406)

大企業(n=340)

中小企業(n=2066)

製造業(n=1546)

飲食料品(n=494)

繊維・織物／アパレル…

木材／家具／紙・パルプ…

化学(n=71)

医療品・化粧品(n=65)

石油／プラスチック／ゴム…

鉄鋼／非鉄金属／金属…

一般機械(n=102)

電気機械(n=78)

情報通信機械／電子部…

自動車／同部品／輸送…

精密機器(n=67)

非製造業(n=860)

商社・卸売(n=504)

小売(n=91)

建設(n=39)

運輸(n=37)

通信／情報・ソフトウェア…

専門サービス(n=31)

45.8

48.5

45.4

48.7

48.2

35.4

45.8

52.1

55.4

47.2

49.6

56.9

51.3

42.2

45.6

59.7

40.7

49.0

41.8

20.5

10.8

26.0

29.0

全体(n=2406)

大企業(n=340)

中小企業(n=2066)

製造業(n=1546)

飲食料品(n=494)

繊維・織物／アパレル…

木材／家具／紙・パルプ…

化学(n=71)

医療品・化粧品(n=65)

石油／プラスチック／ゴム…

鉄鋼／非鉄金属／金属…

一般機械(n=102)

電気機械(n=78)

情報通信機械／電子部…

自動車／同部品／輸送…

精密機器(n=67)

非製造業(n=860)

商社・卸売(n=504)

小売(n=91)

建設(n=39)

運輸(n=37)

通信／情報・ソフトウェア…

専門サービス(n=31)

12.8

18.5

11.8

15.1

8.5

21.2

16.7

9.9

12.3

20.8

14.4

17.6

20.5

15.6

32.4

16.4

8.6

9.1

9.9

12.8

8.0

6.5

全体(n=2406)

大企業(n=340)

中小企業(n=2066)

製造業(n=1546)

飲食料品(n=494)

繊維・織物／アパレル…

木材／家具／紙・パルプ…

化学(n=71)

医療品・化粧品(n=65)

石油／プラスチック／ゴム…

鉄鋼／非鉄金属／金属…

一般機械(n=102)

電気機械(n=78)

情報通信機械／電子部…

自動車／同部品／輸送…

精密機器(n=67)

非製造業(n=860)

商社・卸売(n=504)

小売(n=91)

建設(n=39)

運輸(n=37)

通信／情報・ソフトウェア…

専門サービス(n=31)

47.9

51.8

47.2

52.7

40.9

54.5

52.1

67.6

60.0

50.9

56.8

52.0

65.4

64.4

54.4

59.7

39.3

45.4

35.2

56.4

13.5

26.0

9.7

全体(n=2,406)

大企業(n=340)

中小企業(n=2,066)

製造業(n=1,546)

飲食料品(n=494)

繊維・織物／アパレル(n=99)

木材／家具／紙・パルプ(n=48)

化学(n=71)

医療品・化粧品(n=65)

石油／プラスチック／ゴム(n=53)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=139)

一般機械(n=102)

電気機械(n=78)

情報通信機械／電子部品(n=45)

自動車／同部品／輸送機器(n=68)

精密機器(n=67)

非製造業(n=860)

商社・卸売(n=504)

小売(n=91)

建設(n=39)

運輸(n=37)

通信／情報・ソフトウェア(n=50)

専門サービス(n=31)

地政学リスク、調達輸入や輸出販売に大きく影響6

地政学リスクが影響する事業活動

◼ 地政学・経済安全保障リスクでは、調達（輸入）、販売（輸出）に影響を受けている企業が約半数。

調達 (輸入) 生産 販売 (輸出) 物流 技術開発

(注) nは無回答を除いた企業数。有効回答数30社以上の業種（その他製造業、その他非製造業は除く）。50%以上は赤色のグラフとしている。

II. 地政学リスクとサプライチェーン

(複数回答、％)
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63.8

31.3

23.1

22.0

20.6

17.3

9.1

6.5

65.6

30.9

23.8

22.0

19.5

18.0

8.8

5.2

60.4

32.0

21.9

22.0

22.7

15.9

9.6

9.1

中国

ASEAN

米国

台湾

EU

韓国

インド

香港

全体(n=2,114) 製造業(n=1,374) 非製造業(n=740)

主要原材料・部品の海外調達先国・地域
（上位8カ国・地域、業種別）

65.1

34.9

海外調達をしている

海外調達はしていない

主要原材料・部品の海外調達、6割強が中国から

◼ 主力製品・サービスにとって必要不可欠な主要原材料・部品の調達について、全体の約6割強（65.1％）が

海外調達を行っていると回答した。

◼ 調達先について、中国から調達を行っていると回答した企業の割合が製造業、非製造業ともに6割を超えた。

製造業ではASEAN、米国、非製造業ではASEAN、EUと続いた。

7

(注)①nは無回答を除く。②「海外調達をしている」は、主力製品・サービスにとって必要不可欠な
主要原材料・部品の海外調達先について回答した企業の合計。上記の「輸出企業」は、輸出を
行っているが海外進出をしていない企業。「輸入企業」は、輸入のみを行っている企業（輸出なし、
海外進出なし）。「国内企業」は、輸出・輸入・海外進出のいずれも行っていない企業。

（複数回答、％）

II. 地政学リスクとサプライチェーン

主要な原材料・部品・仕入品の海外調達状況

（％）n=3,246

59.6

79.6

98.2

22.0

40.4

20.4

1.8

78.0

輸出企業(n=1,761)

海外進出企業(n=1,120)

輸入企業(n=111)

国内企業(n=200)

自動車/同部品/輸送機器（83.3%）
繊維・織物/アパレル（81.5%）
情報通信機械/電子部品（81.0％）で高い

(注)①他の選択肢は「その他アジア大洋州」「メキシコ」
「その他米州」「英国」「その他欧州（ロシア・CIS除く）」
「ロシア・CIS」「中東」「アフリカ」。
②nは無回答および「主要原材料・部品・仕入品の海外
調達はしていない」を選んだ企業を除く。
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9.8

7.5

11.1

14.0

8.4

14.4

14.6

8.8

14.1

12.4

9.9

8.4

8.1

4.8

8.5

9.5

5.1

7.0

6.6

7.8

2.8

4.5

3.8

19.2

15.4

29.6

25.6

27.7

21.6

19.2

25.0

17.5

16.1

18.3

18.0

17.7

20.5

15.5

14.3

17.9

14.0

14.3

12.5

16.7

10.6

3.8

製造業(n=2,073)

非製造業(n=1,259)

情報通信機械／電子部品(n=54)

自動車／同部品／輸送機器(n=86)

精密機器(n=83)

電気機械(n=97)

一般機械(n=130)

化学(n=80)

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=177)

繊維・織物／アパレル(n=137)

その他の製造業(n=273)

商社・卸売(n=677)

飲食料品(n=695)

医療品・化粧品(n=83)

小売(n=142)

運輸(n=42)

木材／家具／紙・パルプ(n=78)

その他の非製造業(n=157)

通信／情報・ソフトウェア(n=91)

石油／プラスチック／ゴム(n=64)

窯業・土石(n=36)

建設(n=66)

専門サービス(n=53)

見直し・再編を実施する 見直し・再編の実施に向けて検討する

9.0

17.8

59.7

13.6
見直し・再編を実施する

見直し・再編の実施に向けて検討する

特に予定はない

わからない

約4分の1の企業が供給網の見直し・再編を実施・検討

◼ 今後1～2年間でサプライチェーンの見直し・再編を実施すると回答した企業の割合は9.0％。検討すると回答

した企業（17.8％）と合わせると約4分の1となる。中でも海外進出企業は相対的に割合が高い。

◼ 業種別に見ると、情報通信機械/電子部品、自動車/同部品/輸送機器で約4割の企業が見直し・再編を実施

または検討すると回答。

8

今後1～2年間のサプライチェーンの見直し・再編状況（業種別）

(注)①nは無回答を除く。②上記の「輸出企業」は、輸出を行っているが海外進出をしていない企
業。「輸入企業」は、輸入のみを行っている企業（輸出なし、海外進出なし）。「国内企業」は、
輸出・輸入・海外進出のいずれも行っていない企業。

（％）

(注)nは無回答を除く。「特に予定はない」「わからない」と回答した企業の割合は表示し
ていないため、合計は100%にならない。

II. 地政学リスクとサプライチェーン

今後1～2年間のサプライチェーンの見直し・再編状況

（％）n=3,332

7.8

12.0

8.2

4.1

9.0

9.0

17.0

20.5

17.3

11.9

18.9

17.6

63.8

52.2

60.0

66.2

50.8

60.9

11.3

15.2

14.5

17.8

21.3

12.5

輸出企業(n=1,814)

海外進出企業(n=1,135)

輸入企業(n=110)

国内企業(n=219)

大企業(n=413)

中小企業(n=2,919)

26.8％
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調達 生産 販売

日
本

・BCPの観点から一部国内調達に切り替え（その他
製造業）

・品質、円安の影響から海外調達を停止、国内調達
に移行中（商社・卸売）

・中国・台湾関係踏まえ、一部台湾で組み立てる
主要製品の国内生産を検討（精密機器）

・中国の生産比率を徐々に減らし、国内生産を増強
（アパレル）

ア
ジ
ア

・コスト削減のため中国から調達拡大（一般機械）
・特に中国仕入品につき、複数国からの調達・仕入を
検討（商社・卸売）

・中国依存度の高い原料の見直し（化学）
・BCP強化に向けベトナム周辺国からの部品調達推
進（一般機械）

・米国向け輸出製品の調達を台湾、ASEANへ切り
替え（商社・卸売）

・国内での原価削減に限界。インド、台湾、中国、
ベトナム、タイでの生産に移行（その他製造業）

・販売先での中国生産見直しに伴い、中国生産の
一部の他国移管を計画（非鉄金属）

・生産委託先を精査し、中国への委託を削減、
ASEAN地域への委託増加を検討（アパレル）

・コストパフォーマンス低下を背景に中国から東南アジ
アまたは中央アジアへ生産移管（商社・卸売）

・中国への化粧品販売をリスク踏まえ縮小（小売）
・中国、インド向けの新規販売発掘（商社・卸売）
・台湾、韓国への販売強化（商社・卸売）

北
米

・米中リスク回避のため北米生産検討（電子部品・
デバイス）

・米国向け製品につき、関税に加え物流コストや
手数料など販売コストの急上昇に伴い利益確保が
難化（飲食料品）

・米国で販売店の再編検討（精密機器）
・米国での販売を拡大（その他製造業）

そ
の
他

地
域

・国内仕入高騰を受け海外調達検討（電気機械）
・複数調達による調達リスク分散（化学）
・レアアース関連部品の調達網見直し（電気機械）

・関税含めた最適地生産を検討（自動車部品）
・日本のコスト環境では成り立たず、今後現地生産に
切り替え（自動車部品）

・アフリカ、中央アジア、欧州における販売網の拡充
（金属製品）
・アジア・オセアニア中心から、EU、北米、中南米の
販売を強化（商社・卸売）

◼ 一部企業では調達、生産ともに地政学リスク分散に向けた移管・多様化の動き。円安に伴うコスト増への対応として

調達先、生産国の見直しを行う企業も複数。

◼ 中国からの調達・生産の分散の声が複数ある一方、コスト削減を背景に調達を拡大、中国生産に移行する動きも。

9

II. 地政学リスクとサプライチェーン

実施・検討中のサプライチェーンの見直し・再編策

調達・生産の移管・多様化の動き、円安による見直しも

(注)自由記述回答は回答意図を明確にするため、原文の趣旨を損なわない範囲で追加・編集などを加えている。
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65.5

64.9

52.1

48.6

27.3

12.9

1.8

9.4

77.2

77.2

64.9

60.2

41.5

25.7

1.8

1.8

63.4

62.6

49.7

46.5

24.7

10.5

1.8

10.8

0 50 100

品質の高さ

価格の安さ

生産地または販売先との関係で地政学

リスクが相対的に低い(安定性の高さ)

生産地・販売先への地理的近接性

(輸送コストの低さ)

FTA等の制度上のメリットが豊富

(仕向け地での関税が低い)

米国による関税措置の影響が小さい

その他

新たな調達先(サプライヤー、仕入先)

の検討はしていない

全体（n=1,102）

大企業（n=171）

中小企業（n=931）

新規調達先では「安定性」「地理的近接性」を重視

◼ 新たな調達先を検討するにあたって、品質と価格に加えて、リスクの低い「安定性」や「地理的近接性」を重視。

◼ 特に情報通信機械/電子部品をはじめ、自動車、電気機械、医療品・化粧品で安定性を重視する企業が多い。

（注）nは無回答を除く。地政学リスクが調達に影響している(懸念がある)と回答した企業を対象。

10

新たな調達先を検討するにあたり、重視する要素

II. 地政学リスクとサプライチェーン

社
数

安
定
性

近
接
性

Ｆ
Ｔ
Ａ

米
関
税

製造業 778 52.4 50.0 26.3 13.2

飲食料品 193 42.0 40.9 20.2 5.2

繊維・織物/アパレル 51 49.0 43.1 25.5 5.9

木材/家具/紙・パルプ 25 36.0 40.0 16.0 4.0

化学 47 53.2 57.4 23.4 12.8

医療品・化粧品 37 64.9 64.9 27.0 8.1

石油/プラスチック/ゴム 26 46.2 46.2 26.9 3.8

鉄鋼/非鉄金属/金属製品 76 50.0 46.1 25.0 15.8

一般機械 52 55.8 59.6 32.7 5.8

電気機械 49 65.3 63.3 38.8 20.4

情報通信機械/電子部品 28 71.4 46.4 14.3 21.4

自動車/同部品/輸送機器 36 66.7 55.6 47.2 27.8

精密機器 37 48.6 59.5 21.6 21.6

非製造業 324 51.2 45.4 29.6 12.0

商社・卸売 218 52.3 48.2 32.6 13.8

小売 31 58.1 38.7 35.5 9.7

建設 20 40.0 40.0 20.0 5.0

【安定性】 生産地・販売先との関係で、地政学リスクが相対的に低い。
安定性の高さ。

【近接性】 生産地・販売先への地理的近接性。輸送コストの低さ。
【ＦＴＡ】 自由貿易協定(FTA)などの制度上のメリットの豊富さ。
【米関税】 米国による関税措置の影響の小ささ。

品質・価格以外に重視する要素

（注）有効回答は無回答を除いて、20社以上の業種のみ。
回答比率50%以上を赤色、30％
以上をオレンジ色でハイライト。

（複数回答、％）

（複数回答、％）
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Ⅲ．海外展開を担う人材
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9割近くの企業において海外展開人材が不足1
◼ 海外ビジネスを行う企業における海外展開人材の確保状況について、85.2％の企業が人数が「不足している・

確保できていない」と回答。海外展開人材の能力や適性については、88.9％の企業が「不足している・期待水

準を満たさない」と回答。

◼ 中小企業や輸出企業では、「確保できていない・していない」「期待水準を満たさない」との回答が2割を超えた。

14.9

14.4

15.3

10.6

14.8

39.5

57.6

44.3

58.2

46.0

20.7

19.9

19.6

25.2

20.3

24.9

8.0

20.8

6.0

18.9

輸出企業

（n=1,814）

海外進出企業

（n=1,138）

中小企業

（n＝2,678）

大企業

（n=385）

全体

（n=3,063）

十分に確保できている 一部不足している

大幅に不足している 確保できていない・していない

85.2％

海外展開人材の人数的な確保の状況
（％）

海外展開人材の能力・適性

10.8

11.2

11.5

8.2

11.1

42.4

53.5

45.0

55.6

46.4

19.7

26.4

21.7

28.1

22.5

27.0

9.0

21.8

8.2

20.0

輸出企業

（n=1,633）

海外進出企業

（n=1,092）

中小企業

（n=2,447）

大企業

（n=367）

全体

（n=2,814)

必要なスキル・経験を十分に備えている

一部は不足しているが概ね対応可能

能力・適性が不足している人材が多い

期待水準を満たす人材をほとんど確保できていない

88.9％

（％）

(注) ①nは無回答および国内企業（輸出・輸入・海外進出のいずれも行っていない企業）・分類不能企業を除いた企業数。②海外展開人材とは、貿
易・海外進出などの海外展開に対応できる人材（日本人・外国人を含む）を指す。③「輸出企業」は、輸出を行っているが海外進出をしていない企業。

【企業規模別】

【形態別】

【企業規模別】

【形態別】

Ⅲ．海外展開を担う人材
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29.3

30.8

48.7

52.9

33.2

35.9

32.6

36.7

42.4

38.7

34.5

37.1

15.5

14.5

4.9

3.8

13.4

12.0

9.4

8.5

8.0

7.3

13.2

9.6

10.9

7.6

2025年度

（n=1,421）

2024年度

（n=1,203）

2025年度

（n=349）

2024年度

（n=367）

2025年度

（n=1,770）

2024年度

（n=1,570）

中
小

企
業

大
企

業
全

体

1％未満 1～5％ 6～10％ 11～20％ 20％超

32.3％

38.1％

（％）

31.0

26.2

48.6

38.8

37.6

35.7

81.4

76.9

48.2

44.5

82.5

79.6

52.5

49.7

2025年度（n=226）

2024年度（n=260）

2025年度（n=111）

2024年度（n=129）

2025年度（n=1,827）

2024年度（n=1,595）

2025年度（n=1,147）

2024年度（n=1,111）

2025年度（n=2,946）

2024年度（n=2,701）

2025年度（n=423）

2024年度（n=461）

2025年度（n=3,369）

2024年度（n=3,162）

国
内

企
業

輸
入

企
業

輸
出

企
業

海
外

進
出

企
業

中
小

企
業

大
企

業
全

体
外国人材雇用率は5割超で過去最高、外国人材割合も上昇2

◼ 外国人材を雇用する企業の割合は52.5%と、前年度から2.9ポイント増。2014年以降の調査で過去最高と
なった。中小企業では48.2％と、前年度から3.7ポイント上昇した。

◼ 常時雇用従業員に占める外国人材の割合についても、6％以上雇用している企業が3割超となり、前年度から
5.4ポイント増と上昇傾向に。特に中小企業では4割近くまで上昇。

外国人材を雇用する企業の割合

（％）

Ⅲ．海外展開を担う人材

（注）nは常時雇用従業員数に占める外国人材の割合について、全体から「雇用していない」
および無回答を除いた企業数。

【企業規模別】

【形態別】

常時雇用従業員数に占める外国人材の割合

（注）①nは無回答を含む。②上記の「輸出企業」は、輸出を行っているが海外進出をしていない
企業。「輸入企業」は、輸入のみを行っている企業（輸出なし、海外進出なし）。「国内企業」は、
輸出・輸入・海外進出のいずれも行っていない企業。
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55.4

51.5

42.6

24.6

22.9

20.9

20.3

12.6

2.9

53.5

53.0

40.5

25.0

23.0

16.5

37.5

11.5

3.5

55.8

51.1

43.1

24.5

22.8

21.9

16.4

12.8

2.7

多言語対応できる外国人材の確保

海外展開における営業力強化

専門分野における人手不足の解消

海外企業・機関との協業連携のため

既存事業の拡大、製品・サービスのレベルアップ

新たに海外進出をするため

多様性に向けた企業風土の醸成・

多文化共生に向けた取り組みの推進

新規事業や新製品・

新サービスの開発等

その他

全体（n=1,080）

大企業（n=200）

中小企業（n=880）

5.9

4.7

5.7

25.2

18.1

23.9

26.7

20.9

25.6

43.4

53.8

45.4

45.6

54.1

47.2

中小企業

（n=1,369）

大企業

（n=320）

全体

（n=1,689）

高度外国人材 永住者、定住者
技能実習 特定技能
その他

外国人材雇用企業のうち約半数が高度外国人材を採用3

◼ 外国人材の在留資格では、「高度外国人材」および「永住者・定住者」を雇用する企業がそれぞれ半数近くに上る。

◼ 高度外国人材を採用する理由として、「多言語対応できる外国人材の確保」および「海外展開における営業力

強化」が5割超。大企業の4割弱が、「多様性・多文化共生」を理由に高度外国人材を採用。

外国人材の在留資格

（注）①nは外国人材を雇用している企業のうち、無回答を除いた企業数。②高度外
国人材の在留資格は、「高度専門職」「技術・人文知識・国際業務」「経営・管理」「法
律・会計業務」等に該当。 ③永住者、定住者には、日本人の配偶者や永住者の配偶
者等が含まれる。④その他には、企業内転勤等が含まれる。

高度外国人材の採用理由

（注）nは高度外国人材を雇用中、または今後雇
用予定の企業数から、無回答を除いた企業数。

Ⅲ．海外展開を担う人材

（複数回答、％） （複数回答、％）
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15.3

18.8

15.9

53.7

61.5

55.1

19.9

14.6

19.0

11.1

5.2

10.1

中小企業（n=458）

大企業（n=96）

全体（n=554）

ネイティブレベル ビジネス上級 ビジネス初級 日常会話レベル

海外営業・理系人材不足も、高度な日本語能力を求める4
◼ 高度外国人材の採用理由に多言語対応を選択した企業の7割超は、ビジネス上級レベル以上の日本語能力を希望。

特に、大企業は8割の企業がビジネス上級以上の日本語能力を求めている。外国語では英語・中国語が多く挙げられた。

◼ 高度外国人材の採用理由として、「専門分野における人手不足の解消」と回答した企業のうち、半数近くの企業が「海外

営業・マーケティング」「理系人材」が不足していると回答。

（％）

高度外国人材に希望する日本語レベル

（注）①nは高度外国人材の採用の理由で「多言語対応できる外国人材の確保」と回答した企業
のうち、無回答を除いた企業数。②高度外国人材の在留資格は、「高度専門職」「技術・人文知識・
国際業務」「経営・管理」「法律・会計業務」等に該当。

70.9％

80.2％

8.5

13.2

23.4

46.8

47.7

1.3

17.7

25.3

49.4

51.9

7.2

14.0

23.8

47.3

48.4

その他

管理系人材

IT人材

理系人材（IT以外）

海外営業・マーケティング

全体（n=442） 大企業（n=79）

中小企業（n=363）

（複数回答、％）

不足している専門分野の人材

（注）nは高度外国人材の採用の理由で「専門分野における人材不足の解消」と回答した企業
のうち、無回答を除いた企業数。

Ⅲ．海外展開を担う人材

高度外国人材に希望する外国語（自由記述）

95

62

10 7 6 5 3 3 3 3

0

50

100

（社） n=124
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60.5

57.9

39.1

33.9

0.4

8.2

2025年度（n=1,126）

2024年度（n=1,136）

増やす/新たに雇用する 現状維持 減らす

従業員50人以下の企業も高度外国人材採用に意欲的5
◼ 高度外国人材の雇用方針として、「増やす」と回答した企業が60.5％と、前年度より2.6ポイント増加。

◼ 今後高度外国人材を増やす人数を1～4人と回答した企業は84.6％。そのうち、約半数の企業が従業員50

人以下の中小企業。

（高度外国人材を増やす・新たに雇用する企業の）

今後増やす高度外国人材の人数

（％）

29.1 55.4 12.1

2.8

0.5全体（n=597）

1人 2～4人 5～15人 16～50人 51人以上

10.5

17.0

18.0

16.0

20.6

12.7

2.4
1.0

1.8

～5 6～20 21～50

51～100 101～300 301～1,000

1,001～2,000 2,001～3,000 3,001～

（％）

n=505

（今後、高度外国人材を1～4人増やす・新たに雇用する企業の）

全従業員数（常時雇用）今後の高度外国人材の雇用方針

（％）

（注） ①nは無回答を除く。ただし、左上図の「現状維持」は、高度外国人材を現在雇用してい
ない企業を除く。 ②「今後」の定義は、2024年度は今後2～3年後、2025年度は今後1～2年
後とした。③高度外国人材の在留資格は、「高度専門職」「技術・人文知識・国際業務」「経営・
管理」「法律・会計業務」等に該当。

（人）

Ⅲ．海外展開を担う人材

84.6％

45.5％
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◼ ご注意

【注】単位未満を含むため、末尾が合わない場合がある。

【免責条項】本レポートで提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用ください。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本レポート

で提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。

日本貿易振興機構（ジェトロ）

調査部 国際経済課

03-3582-5177

ori@jetro.go.jp

〒107-6006

東京都港区赤坂1-12-32 アーク森ビル6階

[速報版] 2025年度｜ジェトロ海外ビジネス調査

第24回 日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査

【禁無断転載】
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